

授業名称：GIS活用による業務改革とプロジェクトマネジメント
ティーチングノート
（地方公共団体向け・徹底理解編）

概要：

地方公共団体においてGISを活用し、行政経営や地域経営に関する事務・事業の改善・改革を進めていくためには、GISに関する知識・経験に加え、庁内外のさまざまな関係主体（ステークホルダ）の役割・責任を整理し、的確に協働・連携を図っていく人材と組織・体制づくりが求められる。

地方公共団体におけるGIS活用のシーンとしては、①各課個別業務における活用、②庁内各課間の情報共有・連携における活用、③官民の情報共有・協働における活用の大きく3つが考えられ、これらに対応した取組が必要である。

この講義では、プロジェクトマネジメント等の考え方や手法を活かしつつ、地方公共団体におけるGIS活用方策と組織・体制のあり方について、講義及びディスカッションにより学ぶ。

学習目標：

地方公共団体におけるGIS活用の基本的な考え方や方策について把握し、実態に照らした組織・体制づくりについて考える。具体的な学習事項は以下の事項である。

・GISを活用した行政業務の改善・改革のあり方について、先進事例等を通じて学ぶ。

・GISに関する調達（アプリケーション、データ等）の基本的な考え方について学ぶ。

・地方公共団体におけるGIS活用推進のための組織・体制のあり方について学ぶ。

・上記の学習を通じ、GIS活用の推進方策、組織・体制について考える。

受講対象：

地方公共団体等において、GISに関連する業務に従事している者、もしくはGISに関する基礎知識は有しており、今後、専門性を高めたい意向がある者等。
(1)地方公共団体の情報部門の人材

(2)地方公共団体の情報部門以外に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材

(3)その他、地域行政に関連する組織に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材
ティーチングノート：
全体時間配分はおおむね以下を想定。

【1】地域経営・行政経営におけるGISの位置づけ　・・・・・10分

　　　・説明　10分

【2】地方公共団体におけるGIS活用のあり方　　　・・・・・25分

　　　・説明　15分

　　　・受講者からの事例紹介　10分

【3】業務改革のための手法とGISへの適用　・・・・・・・・20分

　　　・説明　10分

　　　・「統合の度合い」に関する意見交換　10分

【4】GIS活用推進のための組織・体制のあり方　・・・・・　30分

　　　・説明　10分

　　　・ディスカッション題材説明　5分

　　　・受講者どうしの議論　　　　5分

　　　・発表・意見交換　　　　　10分

　      全体まとめ・質疑応答　・・・・・・・・・・・・・・・・・5分

　　　◆資料配布上の注意
　　　P40ワークシートは2upでなくA4で別途配布するとよい（受講者が作業しやすいよう）。

全体としての留意点は以下。

◆受講者の所属団体のGIS導入レベルやGISに関する知識・スキルのばらつき

・実施場所や実施する回によって、参加している地方公共団体のGIS導入レベルや職員のGISに関する知識・経験・スキルが大きく異なる場合が想定される。

・地方公共団体のGIS導入レベルのばらつきについては、本論で導入のステップを説明する中で、受講者の所属団体のレベルを随時質問して確認するなどして把握しつつ、受講者にとっても、自らの所属団体が現時点どのようなレベルにいるか確認・意識できるよう留意する。

・受講者のGISに関する知識・経験・スキルについては、事前アンケート等により経験年数の平均、ばらつきなどを把握し、経験年数が低めの場合は説明の際の用語の説明を丁寧にする、経験年数が高めの場合は、基本的な説明は省略し、受講者への質問やディスカッションに重点を置くなど、工夫を行う。

◆受講者の専門分野・所属組織のばらつき

・また情報政策部門といわゆるGIS5大部門（固定資産、道路、都市計画、下水道、水道）、事務部とで、ITに関する専門知識、地図を活用した業務に関する専門知識にばらつきが出ることが想定される。

・特に5大部門の各分野の専門的な業務内容については、情報政策部門や事務部門の知識・理解が追いつかない可能性がある。

・本プログラムの主旨としては、個別分野の専門的な業務におけるGIS活用ではなく、全庁的、部門横断的な地理空間情報の共有に重点があることから、できるだけ全庁的立場、あるいは情報政策部門の立場からの説明を心がける。

・5大部門の受講者が多い場合は、各部門相互での地理空間情報の共有などに関するレクチャーやディスカッションに重点を置いて対応する。

※次以降3ページ（地域経営・行政経営に関する説明）については時間配分や受講者の状況に応じて簡略化してよい。

ページ3　サブタイトル：地域経営・行政経営をとりまく変化
◆このページのポイント
· 官民の関係、庁内各課の関係が変化していることを伝える。
· 後段でGISにつながることを意識して話す。
◆説明手順

· 官民の関係変化。従来は地方公共団体が地域経営の主役であり、企業・住民・大学等は、地方公共団体の傘下にあるというイメージだったが、現在は、企業・住民・大学等は、企業経営になぞらえると、顧客（サービスを提供すべき主体）、投資家（納税というかたちで資金を提供する主体）、経営者（意思決定に関与する主体）、従業員（施策・事業の遂行に参画する主体）など、さまざまな立場で関与してくることとなる。

· 庁内連携の必要性。上記のような複雑な関係の中、行政に求められるニーズや課題も複雑化し、単独部門での対応は困難となり、複数部門での連携・対応が必要となってくる（特に福祉、防災等の分野）。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ4　サブタイトル：行政の担う業務内容の変化

◆このページのポイント
· 行政職員の業務内容は定型型からプロジェクト型に移行している。
· 業務改革の推進や、プロジェクトマネジメント能力の向上が必要。
◆説明手順

· 図を使った説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ5　サブタイトル：「経営」とはどのような活動か
◆このページのポイント
· 地域・行政においても「経営」の視点が重要。
· 特に資源の最適配分が重要。
· 中でも情報の蓄積・共有・活用が重要（GISに結びつける）。
◆説明手順

· 経営の概念。
· 地域福祉を例にとった説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ6　サブタイトル：地域経営・行政経営におけるGISの位置づけ
◆このページのポイント
· 地域経営に必要な情報の蓄積・共有に地図をインタフェースにすることの有用性。
◆説明手順

· 前項の流れからGISが有効であることを説明。
· 統計、台帳、データベースもひもづけられることを説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ8　サブタイトル：地方公共団体におけるGIS活用のパターン
◆このページのポイント
· GIS活用は大きく4つの分野（庁内各課、各課間連携、官民連携、広域連携）に分けて考えるとよい。
◆説明手順

· 庁内各課の活用⇒個別GIS主体　（例：道路台帳情報を道路GISに搭載することにより検索が早くなる、要介護者リストをアドレスマッチすることにより可視化できる等）
· 庁内各課間の活用⇒庁内GIS主体　（例：防災対応について、要援護者情報、ハザードマップ、備蓄倉庫等の情報を重ねてみて検討できる等）
· 官民連携の活用⇒公開GIS主体　（環境問題対策やまちづくり分野で官民の情報を集約・共有して検討できる等）
· 広域での活用⇒広域GIS主体　（航空写真撮影、地図データ整備等を共同で行うことによりコスト削減ができる等）
· 個別GIS⇒広域GISとリニアに発展する、ということではなく、対象・用途によって、多様な取組が考えられ、これらを適切に使い分けるべき、ということを説明。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ9　サブタイトル：①庁内各課でのGIS活用例　【介護分野】
◆このページのポイント
· 法定地図を取り扱わない部署でもGIS活用可能なことを示唆。
◆説明手順

· 文字・数字の文書でも電子化されていればアドレスマッチングでGISに展開可能。
· 関連情報をすべて可視化し地図上で考察することで効率的かつ高度な施策、計画が可能。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ10　サブタイトル：②庁内各課間でのGIS活用例　【防災分野】
◆このページのポイント
· 防災分野などでは庁内各課の緊密な情報共有・連携が必要。
· 地図の上に情報を集約することで可視化と的確・迅速な対応が可能に。
◆説明手順

· 災害対策、復旧対策には、庁内のさまざまな課の情報を集めることが必要なことを順番に説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ11　サブタイトル：③庁内外でのGIS活用例　【環境衛生分野】
◆このページのポイント
· 市民への情報提供、市民と自治体との情報共有にもGISは活用可能。
· 環境衛生分野では、ごみ集積所の情報発信、不法投棄対策などで上記対応が必要。
◆説明手順

· 上記ポイントを順次説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ12　サブタイトル：①庁内各課でのGIS活用効果（例）
◆このページのポイント
· 業務時間の短縮など、単なる業務の効率化だけでなく、空間上での検討、経年変化の把握等、業務の高度化が重要。
◆説明手順

· 業務の効率化、高度化、コスト削減の順に説明。
· 特に高度化（可視化）が重要なことを強調。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ13　サブタイトル：②庁内各課間でのGIS活用効果（例）
◆このページのポイント
· 各課の間での地図情報のやりとりはかなりあり、電子化、共有化することで、かなりの効率化、高度化、コスト削減が可能。
◆説明手順

· 各課間の地図情報のやりとり、合議などの効率化、多分野の情報共有による高度化、重複投資の削減によるコスト削減の順に説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ14　サブタイトル：③庁内外でのGIS活用効果（例）
◆このページのポイント
· 窓口問合せの負担軽減など、単なる業務効率化だけでなく、市民との情報共有による官民協働の推進が極めて重要。
◆説明手順

· 業務効率化、行政サービスの向上、官民協働への活用の順に説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ15　サブタイトル：GISの投資対効果の検討例

◆このページのポイント
· 地理空間情報の電子化、共用化により、さまざまな効果が期待される。特にここでは共用の効果について試算例を紹介。

◆説明手順

· 静岡県熱海市での検討例。

· 各課で地番または住居表示情報を共用することによる効果を検討。

· 共用前は紙ベースでの情報のやりとりで手間・時間がかかっていたが、GIS導入後は移動なく情報を共用できる。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ16　サブタイトル：GISの投資対効果の検討例

◆このページのポイント
· 投資対効果は、各課の立場、GIS利用頻度により異なる。

◆説明手順

· 静岡県熱海市での検討例（続き）

· 各課での投資対効果は、利用頻度、システム投資などにより大きく異なる。

· ５課室トータルでは大きな効果が見込めることが試算された。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 国土交通省発行の手引きに詳細が紹介されている旨補足。
◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ17-21　サブタイトル：事例
◆このページのポイント
· ページ16までで説明した考え方について実例を用いて説明。
◆説明手順

· 順次説明。
· ①各課（単独組織）での活用、②各課間での活用、③市民・企業と行政の間での活用、の３つに対応した事例。

· 新潟市の事例は、政策立案に役立てている事例として、本プログラムの演習科目と深く関わる事例であることを補足。

· 新潟市では多くの市町村の合併を経験した。このとき、合併前の旧市町村のことはお互い十分に情報を把握していなかったことに加え、財政の問題等から、公共施設の再編の必要が課題となった。このような課題に対応し、新潟市では、新市域に関わる地域データ（住民1人あたりの公共施設面積等）を指標化し、GISで可視化することにより、施設の配置の検討等を行った。

· 事例紹介については、開催場所、講師や、地域の課題等により追加・変更することが想定される。

· また、具体的にGISを活用して業務改革に取り組んだ事例について、講師本人だけでなく、事例に取り組んだ担当者を招聘し、その部分は紹介してもらうなどして、より具体的、実態的なプロセス、課題等を受講者に伝えることも考えられる。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ20　サブタイトル：地域SNSの展開と課題
◆このページのポイント
· 地域SNSが広がりつつあるが、言いっぱなしで流れていくことが課題。
· 編集、ストックが重要だが、GISにより空間上に蓄積していくことが有効な手法。
◆説明手順

· 上記ポイントを順次説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· ここまでで説明したGISの活用の考え方や事例を参考として、庁内各課連携あるいは官民連携によるGIS活用の実績、事例、アイディア等について、座席周辺のメンバーにて議論、発表。

· まず、隣の席に座っているどうし、同じテーブルに座っているどうしなど、受講者どうしで意見交換していただく（3分程度。自己紹介、アイスブレイクの意味を含む）。

· その後、適宜挙手を求める、指名するなどして、実績、事例、アイディアなどを発表していただく（7分程度）。

· できるだけ複数の部局や主体の間にまたがり地理空間情報の共用、活用が図られているものを挙げていただくよう依頼する。

※次以降3ページ（プロジェクトマネジメントに関する説明）については時間配分や受講者の状況に応じて簡略化してよい。

・ただしプロジェクトマネジメント（PM）を説明する主旨、意図については十分に説明する必要。

・地方公共団体におけるGISの導入・活用には、PMの考え方や手法を適用することが重要かつ効果的と考えられる。PMの考え方、手法は、土木・建設分野やIT分野で採用・活用されてきているが、両者の融合分野でもあるGISでは十分に活用されていない。また【1】でも説明したとおり、地域経営・行政経営が複雑化する中でGISに求められる課題も複雑かつ独自性の高いものであり、PMの考え方を適用することが期待される。具体的には全体としての遂行管理、ステークホルダ間の関係調整、コミュニケーション、調達等、活用できる範囲・内容は大変多い。ぜひ参考にしていただきたい。

ページ23　サブタイトル：プロジェクトマネジメント（PM）とは
◆このページのポイント
· PMでは業務範囲（スコープ）の設定が極めて重要
· 複数のプロジェクトの連携（プログラムマネジメント）が重要。地理空間情報の共有・活用はプログラムマネジメントに該当することが多い。
◆説明手順

· プロジェクトの定義、制約３条件（スコープ、タイム、コスト）、プログラムマネジメントの考え方について順次説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ24　サブタイトル：PMの9つのエリアと5つのプロセス
◆このページのポイント
· PMBOKではPMを9つの知識エリアと5つのプロセスに分けて設定。
· 特に9つの知識エリア、中でも制約3条件と、人的資源・コミュニケーション、調達が自治体にとっては重要（後段で説明）。
◆説明手順

· 9つの知識エリアと5つのプロセスを説明。
· 9つの知識エリアで重要な項目を説明。
· 計画段階で多くの実施事項が並んでいるが、必ずしもすべてを詳細に実施する必要はないことを説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 詳細はPMBOK3を参照のこと。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ25　サブタイトル：PMの視点からみた地方公共団体のGISの課題
◆このページのポイント
· 自治体のGISプロジェクトにもPM手法の適用が期待されるが、自治体ならではの特徴による課題も多い。
◆説明手順

· スコープ、タイム、人的資源、コミュニケーション、調達の課題について順次説明。
· 特にコミュニケーションと調達については重要なので次項以降で説明することを提示。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ27　サブタイトル：地方公共団体のGIS活用に関わる主体　（市区町村の場合の例）
◆このページのポイント

· 自治体GISには庁内外にさまざまな主体がおり、さまざまに関与している。
◆説明手順

· 上記ポイントを説明。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ28　サブタイトル：地方公共団体のGIS活用に関わる主体　（市区町村の場合の例）
◆このページのポイント
· 庁内は経営部門（企画、財政、行革）等と事業部門（現場を持つ部門）とに分かれる。今後は、特に政策立案・遂行に深く係る経営部門でのGIS活用が期待される。

· また、市民・企業や議会等への説明責任を果たすことや、GISの活用推進のためにも、現場レベルから管理職レベル、首長レベルまで、GIS活用の意義・効果を伝えていくことが極めて重要である。
◆説明手順

· 上記ポイントを順次説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ29-30　サブタイトル：庁内各部門のステークホルダー分析例　①、②
◆このページのポイント

· ステークホルダー分析の手法を用いて庁内各部門の関係を整理。
· 相互関係は必ずしも対等ではなく、片方が片方に依存あるいは支配している関係もある。
◆説明手順

· 表の見方を説明（表側の主体にとって表頭の主体がどのような存在か、という整理表）。
· 赤い部分は負担となる相手、黄色い部分は対等な相手、緑の部分は利益を与えてくれる相手などの色凡例を説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 本プログラムの「地理空間情報の調達と活用」「地理空間情報の共有・流通のためのデータ設計」でも関連事項を詳細に説明することを補足。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
※次以降6ページ（複数市町村による共同化に関する説明）については時間配分や受講者の状況に応じて簡略化してよい。

ページ31　サブタイトル：複数市町村によるGIS共同化への取組み
◆このページのポイント

· 庁内各部門での共同化を越えて、都道府県と複数市町村の連携による共同化、広域化も期待される。
◆説明手順

· 前段の庁内連携・共同化からの広がりとして、広域（複数市町村）での連携・共同化にも期待されることを説明。
· 研究会による検討を経て、ガイドラインが策定・公表されていることを紹介。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ32　サブタイトル：　地理空間情報に関する地域共同整備推進ガイドラインの概要

◆このページのポイント

· 広域共同化の手順、効果、課題をとりまとめたガイドラインが公表されている。
◆説明手順

· ガイドラインが策定・公表されていることを説明。
· ウェブ上に公表されているので、見てほしい旨を説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ33　サブタイトル：　共同化によるコスト削減効果試算例　（空中写真）
◆このページのポイント

· 特に航空写真と地形図について、共同化のコスト削減効果が見込まれる。
◆説明手順

· 共同化の効果はいろいろ考えられるが、航空写真、地形図で効果が期待されることを説明。
· 航空写真を個別に撮影する場合と広域で共同撮影する場合の撮影機の飛行コース、重複排除の効果等を説明。
· 個別整備と共同整備の費用比較をした場合、3～6割のコスト削減効果が期待されることを説明（グラフは表中の想定2であることを補足説明）。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ34　サブタイトル：　運営主体の選択肢と長所・短所・課題
◆このページのポイント

· 運営主体は地域の実情を勘案し、さまざまな選択肢のメリット・デメリットを把握したうえで選択することが必要。
◆説明手順

· 共同化の選択肢としては、代表公共団体主宰、協議会、一部事務組合等、さまざまな法人形態が考えられることを説明。
· それぞれに長所・短所・課題があり、共同化の目的や地域の実情に応じて、適切な選択肢を選ぶことが必要。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ35　サブタイトル：　空中写真・地形図データの共同整備検討手順
◆このページのポイント

· 共同化推進のためには、必要な事項を適切な手順で遂行していくことが必要。
· 特に継続的、発展的な取組みとなるよう、意識の共有や予算の措置などに取り組むことが重要。
◆説明手順

· 共同化の手順は大きく3段階（有志活動期間、公式の推進体制による検討期間、整備地推進期間）。
· 中長期的なビジョン、意識共有、予算措置、軌道修正等、継続的、発展的な取り組みとなるような取組が必要。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ36　サブタイトル：地域の実態把握における調査項目　

◆このページのポイント

· 地域の実態を正確に把握して対応することが共同化の成功につながる。
◆説明手順

· 地域の実態を踏まえた共同化が必要。
· 実態把握の対象としては、データ（空中写真、地形図等）の整備状況、IT環境、組織・人材等について把握が必要。
· データ、IT環境の状況だけでなく、組織体制、人材も極めて重要。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ37　サブタイトル：ディスカッションのテーマ
◆このページのポイント

· 架空の都市を想定して、GIS推進組織のあり方について協議していただく。
· 本講義でのディスカッションの位置づけ、論点は以下のとおり。
　　　　・地方公共団体庁内でのGIS活用における各課の役割分担

　　　　　（特に情報システム部門と各事業部門の間の役割分担）

　　　　・GISベンダへの期待事項、過度な依存の回避
· 別の講義「地理空間情報の共有・流通のためのデータ設計」でもディスカッションを実施するが、本講義は主に庁内組織の大きな役割分担、GISに関するガバナンス等に焦点を当てており、「地理空間情報の共有・流通のためのデータ設計」では、具体的な業務における地図データの活用想定、各課間での地図・属性データの流通・共有などに焦点を当てている。
◆説明手順

· 議論が盛んになった場合は、講師がその場を収められるよう配慮すること。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ38　サブタイトル：X市の概況
◆このページのポイント

· 財政悪化、少子高齢化、情報システムのオープン化、個別GISの五月雨導入など、自治体におけるGIS導入における典型的な課題を負った自治体を想定。
◆説明手順

· 表に沿って説明。
· 個別GISを五月雨に導入し、今後、庁内の共有化、統合に向けて組織を立ち上げた過渡期にあるということを説明。
· 表に記載されていないことは自由に想定してよいこととする。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
ページ39　サブタイトル：X市におけるGIS活用推進の役割分担　【一部・例】
◆このページのポイント

· 役割分担にさまざまな課題、偏りがある状況から、いかに適切な役割分担にシフトしていくか。
· 各自治体の状況により、必ずしも正解はないが、一定の方向性は共有可能。
· 特に情報政策部門と、法定地図部門の力関係、専門性、役割分担などについて考えることが重要。
◆説明手順

· まず、前提としてX市の現状の役割分担表を説明。役割分担を変更、調整する余地があることを説明（5分程度）。
· その後、調整が考えられる点について、席周辺の受講者どうしで意見交換していただく（5分程度）。

· その後、挙手を求める、指名するなどして、調整が考えられる点をひとつずつ発表いただく。

· 特に、情報政策課がどこまで担うか、情報政策課と各事業部門の役割分担は、といった点に重点をおいて意見交換するように進める。

· 指名する場合は、受講者が情報政策部門所属か事業部門所属かを確認のうえ発言していただく。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。
◆受講者への確認事項

· X市の現状の役割分担から、変更すべき点の提案、変更した場合のメリット・デメリットについて、席周辺のメンバーと協議、提案。
· 変更の可能性のある点は以下のとおり。
· 事務局：　都市計画課から情報政策課に

· ＧＩＳ調達の仕様書原案作成：　ベンダ主体から庁内担当組織に

· ソフトウェア基本仕様書　：　各原課から情報政策課に（契約課も参加の可能性）

· データ基本仕様書　　　　：　同上

· 地形図、地番図、航空写真：　情報システム課で一括調達し各原課に提供

· ハードウェア調達・保守・運用：　情報システム課で一括対応

· すべて実施すると情報システム課に過度の負担がかかる懸念があり、ＧＩＳに関する専門性も不足する懸念があるので、各自治体の事情により適切な分担を図ることが重要。
別途配布　ページ1 サブタイトル：X市におけるGIS活用推進の役割分担【検討例１】
◆このページのポイント

· 一定の役割分担の変更をした例。
◆説明手順

· 基本的な変更案として、以下について説明



・事務局を情報政策課に



・仕様書原案はGIS事業者ではなく自治体で



・基本仕様書は全庁で検討のうえ情報政策課が整理



・ハードは情報政策課で一括調達

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし

別途配布　ページ2　サブタイトル：X市におけるGIS活用推進の役割分担【検討例２】
◆このページのポイント

· さらに踏み込んで検討した例。
◆説明手順

· さらに踏み込んだ変更案として、以下について説明



・主な共通白地図を情報政策課が整備・更新



・地番図は背景（筆・地番）と主題（課税情報）を両課で分担

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし

別途配布　ページ3～5　参考）浦安市における役割分担の検討・移行例
◆このページのポイント

· さらに踏み込んで役割分担を検討した場合の実例。
◆説明手順

· 庁内での地図の整備・更新に関する役割分担を見直し、地形図や地番図等、基本的な背景地図の整備・更新について、情報政策課が実際に担っている実例。

· 役割分担や情報・データの峻別・整理等の検討に時間は要しているが、庁内での必要な情報の共用を最大限円滑に実施するための工夫に取り組み実現している。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし
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